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栃木県食品衛生監視指導計画

第１ 趣旨

食品、添加物、器具及び容器包装（以下「食品等」という。）の安全性を確保し、県

民の健康保護を図るため、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」とい

う。）第２４条及びとちぎ食品安全確保指針に基づき栃木県食品衛生監視指導計画（以

下「監視指導計画」という。）を策定する。

第２ 監視指導計画の期間

平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの１年間

第３ 監視指導の実施体制及び関係機関との連携に関する事項

１ 監視指導の実施体制

(1) 監視指導計画の対象等

監視指導計画は、宇都宮市を除く県内全域において、次に掲げる施設及び営業者

等を対象とする。

・法に基づく営業許可施設及び営業者等 （以下「営業許可施設等」という。）

・栃木県食品衛生条例（昭和４５年条例第５号。以下「条例」という。)に基づく営

業許可施設等

・と畜場法（昭和２８年法律第１１４号）に基づくと畜場及び設置者等

・食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号。以下

「食鳥処理法」という。）に基づく食鳥処理場及び設置者等

・法に基づく許可を要しない食品関係施設等

(2) 実施機関

法及び条例に基づく営業許可施設等の監視指導については、県内５ヶ所の広域健

康福祉センター（県西、県東、県南、県北、安足）において、と畜場法に基づくと

畜場及び設置者等、並びに食鳥処理法に基づく食鳥処理場及び設置者等については、

県南食肉衛生検査所及び県北食肉衛生検査所において実施する。

２ 試験検査の実施体制

(1) 実施機関

食品等の試験検査は、県南健康福祉センター、県北健康福祉センター、保健環境

センター、県南食肉衛生検査所及び県北食肉衛生検査所において実施する。

(2) 検査精度管理

各実施機関における業務管理（ＧＬＰ：Good Laboratory Practice）を徹底し、

検査の信頼性確保を図るため、内部精度管理、外部精度管理、ＧＬＰ研修等を実施

する。

また、試験検査体制の充実・強化を図るため、各実施機関における検査機器の整

備に努める。
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(3) 登録検査機関に関する事項

法第２８条第４項の規定により登録検査機関に対して、試験に関する事務を委託

する場合には、業務の受託者としての業務の適正な管理を求め、必要に応じて定期

的に試験の実施状況を確認するとともに、登録検査機関の精度管理の実施状況を確

認する。

３ 関係機関との連携確保に関する事項

(1) 厚生労働省及び都道府県等との連携

ア 広域的に流通する食品や輸入食品に関する違反情報等について、厚生労働省及

び関係する都道府県等との緊密な連携と情報交換を行い、連携体制の確保に努め

る。

イ 大規模又は広域的な食中毒等の食品による健康被害が発生した場合、厚生労働

省に迅速に通報するとともに、連携して必要な対策を講ずる。

ウ 総合衛生管理製造過程の承認を受けた施設への監視指導に当たっては、必要に

応じて、厚生労働省（関東信越厚生局）と連携して実施する。

(2) 農林水産省（栃木農政事務所）との連携

食品等の適正な表示を確保するため、ＪＡＳ法（農林物資の規格化及び品質表示

の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１７５号））等に基づく食品の表示に関

して、情報交換や合同監視の実施等により連携を図る。

(3) 中核市との連携

食品衛生法上の事業の推進等について、宇都宮市と緊密な連携及び協力体制を確

保する。

(4) 庁内関係部局との連携

ア 農林水産物の生産段階に係る連携

生産段階における食品の安全規制との連携を強化するため、以下の事項につい

て農政部及び環境森林部と情報の共有化を推進するとともに、必要に応じて、連

携して監視指導を実施する。

・法に基づく食品等事業者による記録の作成及び保存に関すること。

・農薬の適正な使用の指導に関すること。

・家畜伝染病等の発生状況等に関すること。

・と畜場及び食鳥処理場に搬入される獣畜及び家きんの疾病、治療等に関するこ

と。

イ 食品等の表示に係る連携

食品等の適正な表示を確保するため、健康増進法（平成１４年法律第１０３

号）、ＪＡＳ法、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）

等を所管する担当部局との連携を図る。

ウ 集団給食施設の監視指導に係る連携

学校、病院等の給食施設の監視指導について、教育委員会及び保健福祉部内各

課と連携し、必要な対策を実施する。
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第４ 監視指導の実施に関すること

１ 営業施設への立入検査に関する事項

(1) 立入検査実施計画の策定

平成１９年度立入検査実施計画は、別表１のとおりとする。

(2) 立入予定回数

営業施設等への年間立入予定回数は、各業種ごとの危害の状況、過去の行政処分、

指導の状況等を勘案し、監視指導の重要度により次の５つのランクに分類する。

なお、監視指導の実施機関は、この年間立入予定回数を基礎とし、過去の監視指

導の状況等により必要に応じ立入回数を増やし、効果的な監視指導に努めるものと

する。

区 分 立 入 予 定 回 数

Ａ 年 ３ 回 以 上

Ｂ 年 ２ 回 以 上

Ｃ 年 １ 回 以 上

Ｄ ２ 年 に １ 回 以 上

Ｅ ３～５年に１回以上

(3) 監視指導事項

ア 事項一般監視指導

監視指導に当たっては、法、条例、と畜場法及び食鳥処理法に基づく基準等の

適合状況を確認し、その遵守を徹底する。

(ｱ) 法に基づく監視指導事項

法第６条 販売等される食品又は添加物が不衛生でないこと

法第９条 販売等される食肉等が病肉等でないこと

法第１０条 販売等される添加物等が定められた添加物の使用である

こと

法第１１条第１項 販売等される食品又は添加物が規格及び基準に適合する

及び第３項 こと

法第１８条第１項 販売等される器具等が規格及び基準に適合すること

法第１９条第１項 販売等される食品等が表示に係る基準に適合すること

法第５０条第１項 食品等の製造等の過程において有害物質混入防止等の措

及び第２項 置基準に適合すること

法第５１条 営業施設の業種別基準に適合すること

(ｲ) 条例に基づく監視指導事項

条例第４条及び第 衛生基準の遵守を徹底すること

７条

条例第１１条 衛生措置の遵守を徹底すること
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(ｳ) と畜場法に基づく監視指導事項

第５条 と畜場の構造設備基準に適合すること

第６条 と畜場の衛生管理に関する基準に適合すること

第９条 と畜業者等の講ずべき基準に適合すること

第１４条 適切なと畜検査を実施すること

(ｴ) 食鳥処理法に基づく監視指導事項

第５条第２項 食鳥処理場の構造設備等の基準に適合すること

第１１条 食鳥処理場の衛生管理等の基準に適合すること

第１５条 適切な食鳥検査を実施すること

第１６条 認定小規模食鳥処理施設における処理可能羽数の上限の

遵守を徹底すること

イ 重点監視指導事項

ノ ロ ウ イ ル ス 昨年度、ホテル・旅館をはじめ多くの食品取扱施設でノ

食中毒防止対策 ロウイルスによる食中毒が発生したことから、ノロウイル

スに対する知識、予防対策の普及啓発を図ること

毒 キ ノ コ 昨年度、野生キノコによる食中毒が県内で５件発生した

食中毒防止対策 ことから、野生キノコの摂食について注意喚起を実施する

こと

毒キノコが販売されることのないよう販売店の立入検査

を９月から１１月にかけて実施すること

ウ その他個別監視指導事項

(ｱ) 食中毒予防対策に係る監視指導事項

サ ル モ ネ ラ ＧＰセンター等の鶏卵取扱い施設における表示、温度管

理、破卵等の検卵を徹底すること

集団給食施設、菓子製造施設、飲食店等における食鳥卵

や食肉の衛生的な取扱い及び十分な加熱を徹底すること

腸 炎 ビ ブ リ オ 飲食店、魚介類販売施設等における魚介類の衛生的な取

扱い及び温度管理を徹底すること

ノ ロ ウ イ ル ス 手洗いの励行、従事者の健康状態の確認、十分な加熱調

理すること

腸管出血性大腸菌 生食用野菜、果実等の衛生管理及び加熱して食べる食品

の十分な加熱を徹底すること

(ｲ) 表示に係る監視指導事項

食 品 期 限 表 示 消費期限及び賞味期限の適正表示を徹底すること

食品の消費期限及び賞味期限の設定根拠を明確にすること
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食 肉 タンブリング、テンダライズ処理等実施した食肉の表示

を徹底すること

遺伝子組換え食品 遺伝子組換え農産物を原材料とする加工食品の表示を徹

底すること

アレルギー物質 アレルギー物質表示を含む食品の原材料表示に関して、

製造者及び加工者による使用原材料の点検等を実施するこ

と

(4) 食品供給行程（フードチェーン）の各段階における監視指導の実施

次の食品群に対しては、「採取、とさつ及び解体、食鳥処理等」、「製造及び加

工」、「貯蔵、運搬、調理及び販売」の区分に応じて、別表２のとおり監視指導を

実施する。

・食肉、食鳥肉及び食肉製品

・乳及び乳製品

・食鳥卵

・水産食品（魚介類及び水産加工品）

・野菜、果物、穀類、豆類、種実類、茶等及びこれらの加工品（有毒植物及び毒キ

ノコ類を含む。）

２ 監視指導の強化に関する事項

(1)食品等の一斉取締りに関する事項

食中毒が多発する夏期及び食品流通量が増加する年末において、厚生労働省が示

す方針を踏まえて、監視指導を重点的に実施する。

ア． 夏期食品等一斉取締りについて

目 的 夏期に多発する食中毒等食品による事故の防止を目的とし

て、県内の食品関係施設に対する一斉監視を行う。

実施期間 平成１９年７月１日から８月３１日

重点監視事項 カンピロバクター・腸炎ビブリオ・腸管出血性大腸菌による食

中毒防止対策、異物混入防止対策

イ．年末食品等一斉取締りについて

目 的 大量の食品が流通する年末における食中毒等食品による事故

の防止を目的として、県内の食品関係施設に対する一斉監視を

行う。

実施期間 平成１９年１２月１日から１２月２８日

重点監視事項 大型量販店（スーパー、デパート等）・市場の衛生対策、

ノロウイルス及びフグによる食中毒防止対策
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(2)食品表示適正化強化月間について

８月と１２月の２カ月間を栃木県食品表示適正化強化月間と定め、食品衛生監視員

とＪＡＳ法担当部課所の職員による食品表示合同監視を実施する等食品の適正表示を

徹底する。

３ 食品等の検査に関する事項

(1) 収去検査実施計画の策定

平成１９年度収去検査実施計画は、別表３のとおりとする。

(2) 主な検査の内容について

検査項目 目 的 ・内 容

規格基準検査 細菌や添加物などの基準が定められている食品について、基

準に適合していることを確認する。（一般細菌数や大腸菌群な

どの微生物検査、食品添加物などの理化学検査）

遺伝子組換え 遺伝子組換え作物のある農作物（大豆、とうもろこし、パパ

食 品 検 査 イヤ等）を原料とした加工食品について、遺伝子組換え作物の

混入の有無と、正しく表示されていることを確認する。

ア レ ル ギ ー アレルギー表示のない加工食品についてアレルギーの原因と

物 質 検 査 なる特定原材料（小麦、そば、卵、乳、落花生）が使用されて

いないことを確認する。

か ん ぴ ょ う 本県の特産物であるかんぴょうに使用される保存料（二酸化

検 査 硫黄）が基準の範囲内であること及び正しく表示されているこ

とを確認する。

発 ガ ン 物 質 強力な発ガン物質であるアフラトキシンに汚染されていない

検 査 ことを確認する。

総 水 銀 検 査 魚介類に含まれる水銀濃度について検査する。

抗生物質検査 畜水産食品に使用される可能性のある抗生物質、合成抗菌剤

合 成 抗 菌 剤 及び内部寄生虫薬について基準を超えて残留していないことを

検 査 確認する。

内部寄生虫薬

検 査

残 留 農 薬 県内において使用実態のある農薬を中心に生産段階で使用さ

検 査 れた農薬が基準を超えて残留していないことを確認する。

食 中 毒 発 生 食中毒等の食品に起因する事故発生時に、必要に応じて、食

時 の 検 査 品、容器包装、便、手指、使用器具等の細菌検査、理化学検査

等を実施する。

衛 生 管 理 営業施設等で使用される器具、設備等について、清浄度測定

検 証 検 査 器を用いた作業現場における迅速検査を実施する。

食 中 毒 菌 大規模食中毒の発生を未然に防止するために、県内に流通す

汚染実態調査 る食品についてサルモネラ、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７等の食

中毒菌汚染実態調査を実施する。
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第５ 違反を発見した場合の対応に関する事項

１ 立入検査時に違反を発見した場合の対応

(1) 違反している状況を発見した場合は、極力その場において改善指導を行う。

(2) 違反が軽微であって、直ちに改善が図られるもの以外の法違反については、書面

にて改善指導を行う。

(3) 法違反に係る食品等が現存する場合には、当該食品等が販売の用に供され、又は

営業上使用されないよう、廃棄、回収等の措置を速やかに実施するとともに、必要

に応じ、営業の禁止若しくは停止の措置を行う。

(4) 悪質な違反については、告発を行う。

２ 収去検査の結果、違反を発見した場合の対応

(1) 違反食品等について、販売の用に供し、又は営業上使用されないよう、廃棄、回

収等の措置及び再発防止等の措置を行うとともに、必要に応じ、営業の禁止若しく

は停止の措置を行う。

(2) 違反食品等が県外（宇都宮市を含む）で生産、製造、加工等が行われていた場合

は、速やかに当該都道府県等の食品衛生担当部局に連絡するとともに、必要に応じ、

連携して廃棄、回収等の措置を速やかに行う。

(3) 輸入食品や広域的に流通する食品の場合には、厚生労働省及び関係する都道府県

等の食品衛生担当部局へ迅速に情報提供し、連携して違反に係る食品等の流通防止

措置、再発防止措置等の必要な措置を行う。

(4) 悪質な違反については、告発を行う。

(5) 違反食品等を製造、加工等した者の検査能力等からみて、継続的に当該者の製造、

加工等する食品等の検査が必要と判断される場合には、法第２６条に基づく命令検

査を行う。

３ 違反事実の公表

食品衛生上の危害の拡大防止並びに注意喚起を図るため、法又は条例に基づく処分

を受けた者であって別紙に定めるものについては、次の内容を随時公表する。ただし、

違反が軽微なもの（当該者の故意、重大な過失等によるものか否か、当該違反による

健康影響の程度、当該違反に対する社会的な関心の程度を勘案して判断する。）であ

って、当該違反について直ちに改善が図られたものは除くものとする。

(1) 行政処分を受けた営業者の氏名等（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及

びその主たる事務所の所在地）

(2) 行政処分の対象となった施設の名称及び所在地

(3) 行政処分の対象となった食品等（食品の名称及び商品名）

(4) 行政処分を行った理由

(5) 行政処分の内容及び措置状況
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第６ 食中毒等健康危害発生時の対応に関する事項

１ 食中毒等発生時の対応

(1) 「栃木県食中毒処理要領」に基づき、平常時における体制を整備するとともに、

発生時において、関係部局等と緊密な連携を図りながら、迅速かつ的確な対応を実

施する。

(2) 調査初期段階において、病原微生物のみならず化学物質等が病因物質である可能

性を考慮して、対応体制を確立する。

(3) 毒物劇物等を病因物質とする食中毒の発生が疑われる場合には、毒物劇物混入の

有無を判定するための「毒劇物迅速検査キット」を有効に活用し、迅速かつ的確な

対応を実施する。

(4) 再発防止対策に資するため、積極的な汚染源の遡り調査の実施等、原因究明体制

の確立を図る。

２ 食中毒等発生状況の公表

食中毒等予防の観点から、必要な情報について食品等事業者及び県民への公表を可

能な限り速やかに実施する。

第７ 情報及び意見の交換（リスクコミュニケーション）の実施に関する事項

１ 監視指導計画の策定及び公表

(1)監視指導計画の策定について

監視指導計画の策定若しくは年度途中に監視指導計画を変更する場合は、栃木県ホ

ームページ、広報媒体等を活用し、パブリックコメントを実施し、県民の意見を聴取

する。

(2)監視指導計画の実施状況等の公表

監視指導計画の実施状況は、平成２０年６月末までに公表する。

また、夏期、年末等の一斉取締まり結果についてはその都度公表する。

２ 情報及び意見の交換（リスクコミュニケーション）の実施

(1)消費者・食品等事業者への食品等による危害発生防止のための情報提供

栃木県ホームページ、広報媒体等を活用し、家庭内における食中毒予防策、食品

等の安全に関する情報等の提供に努めるとともに、各種イベントへの参加による普

及活動、出前講座（県民主催の講習会への講師派遣）への対応等、教育活動等を実

施する。

(2)消費者・食品等事業者・行政との意見の交換の促進

「とちぎ食の安全フォーラム」をはじめとする消費者・食品等事業者・行政が一

同に会する場を設け、参加者相互の意見交換を図るほか、リスクコミュニケーショ

ンを支援・仲介できる人材を育成する。
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第８ 食品等事業者の自主的衛生管理の実施に関する事項

１ 食品衛生責任者の設置

(1) 食品衛生責任者の選任に当たっては、営業者に対し、その製造、加工、調理等を

自主的に管理する者として、食品衛生に関して相当の知識を有する者を選任するよ

う努めさせる。

(2) 食品衛生責任者の設置に当たっては、食品衛生法施行条例（平成１２年栃木県条

例第４号。以下｢法施行条例｣という。）第２条の規定に基づき、営業者に対し、施

設又はその部門ごとに置くよう徹底させる。

２ 食品等事業者による自主的衛生管理の推進

(1) 自主検査、原材料の安全性確認等の実施を推進する。

(2) 食中毒等発生時の原因究明及び被害拡大防止を図るため、食品等事業者の記録の

作成及び保存に係る指針（ガイドライン）に基づき、食品の製造販売等に係る記録

の作成、保存を推進する。

(3) 食品等事業者による自主的衛生管理の推進に必要な講習会等の開催、情報提供を

行う。併せて「栃木県食品自主衛生管理認証制度（とちぎハサップ）」の普及を図

る。

(4) 仕出し・弁当店、旅館・ホテル等の大量調理施設について、「大量調理施設衛生

管理マニュアル」に基づき、自主的衛生管理を推進する。

(5) 営業施設及び食品等の取扱いに係る衛生管理を効率的に行わせるため、営業者に

対し、法施行条例第２条で定める管理運営要領の作成を推進する。

(6) 食品衛生推進員及び食品衛生指導員による食品等事業者に対する助言、巡回指導

等の自主活動を推進する。

３ 製造者及び加工者に対するＨＡＣＣＰ手法導入の推進

食品の安全性確保には、ＨＡＣＣＰ（ Hazard Analysis and Critical Control

Point)の概念を取り入れた衛生管理が有効なことから、製造者及び加工者に対する

ＨＡＣＣＰ手法導入を積極的に推進する。

第９ 食品衛生に係る人材の養成及び資質の向上に関する事項

１ 食品衛生監視員、と畜検査員、食鳥検査員等に関する事項

(1) 食品の製造・加工や衛生管理の新しい技術などについて食品衛生監視員の研修等

を充実させ、食品衛生監視技術のレベルの向上を図る。

(2) 食品衛生監視員に対するＪＡＳ法、不当景品類及び不当表示防止法等の研修・教

育に努め、食品表示の適正化を推進する。

(3) 食肉等の安全性を確保するため、と畜検査員及び食鳥検査員の資質の向上を目的

として、最新の知識や高度で精密な技術を習得するため、国の研究機関や専門大学

への研修を推進する。

(4) 新たな微生物や理化学物質等に関する最新の検査技術を習得するため、国や大学
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等の試験研究機関への研修を推進し、試験検査担当者の資質の向上を図り、検査業

務の効率化・高度化に努める。

(5) ＨＡＣＣＰ手法による衛生管理を推進するために、同手法を指導、助言する食品

衛生監視員の養成講習会を実施する。

２ 食品等事業者における自主的衛生管理を担う者に関する事項

(1) 営業施設の従事者や集団給食施設の調理従事者等に対し、食中毒予防の衛生講習

会を実施する。

(2) 食品衛生管理者については、法第４８条第３項及び第４項に基づく責務が適切に

果たされるよう、講習会や情報提供を実施するとともに、営業者については、法第

４８条第５項に基づく責務が適切に果たされるよう、その意識向上を図る。

(3) 食品衛生責任者については、社団法人栃木県食品衛生協会（以下「協会｣とい

う。）が主催する養成講習会及び再教育講習会の受講を促進し、食品衛生に関する

最新の知識の習得を図る。

(4) 食品衛生推進員については、委嘱時等に研修会を実施し、資質の向上を図る。

(5) 食品衛生指導員の資質の向上を図るため、協会が主催する研修会に、県から講師

を派遣して育成指導を実施する。



（１）健康福祉センター対応

区　　分 対　象　施　設 施設概数 監視件数

Ａ 前年度に法違反による行政処分を受けた施設

年３回以上 総合衛生管理製造過程承認施設

Ｂ 魚介類せり売り営業

年２回以上 乳処理業、乳製品製造業、特別牛乳さく取処理業

魚肉ねり製品製造業、乳酸菌飲料製造業、食肉製品製造業

飲食店営業（レストラン）＜大規模食堂＞

Ｃ 飲食店営業（旅館）＜ホテル、旅館＞

年１回以上 飲食店営業（仕出し弁当）＜仕出し、弁当＞

アイスクリーム類製造業＜一般＞、食用油脂製造業、添加物製造業

清涼飲料水製造業、食肉処理業、食肉処理業（牛豚）、集乳業

マーガリン又はショートニング製造業

そうざい製造業、そうざい製造業(添加物使用）

D 飲食店営業（レストラン）＜食堂、西洋料理、中華料理、料理、すし、

２年に１回以上 めん類、給食施設、その他＞

飲食店営業（仕出し弁当）＜調理パン＞

飲食店営業（旅館）＜簡易宿所、下宿＞

飲食店営業（その他）＜そうざい＞

飲食店営業（露店）

菓子製造業＜洋生菓子、油菓子、パン、和菓子、その他＞

アイスクリーム類製造業＜ソフトクリーム＞

食肉処理業（食鳥）、食肉販売業、魚介類販売業、食品の冷凍又は冷蔵業

食品の放射線照射業、みそ製造業、醤油製造業、ソース類製造業

酒類製造業、つけ物製造業、豆腐製造業、納豆製造業

こんにゃく又はところてん製造業、かん詰又はびん詰食品製造業

めん類製造業（生めん）、あん類製造業、こうじ及びその加工品製造業

給食施設＜病院・診療所、学校、事業所、その他＞

E 飲食店営業（レストラン）＜軽飲食、喫茶飲食＞

３～５年に１回以上 飲食店営業（その他）＜コンビニエンスストア、その他＞

飲食店営業（自動車）＜大型、小型＞

飲食店営業（自動販売機）＜自動販売機、カートリッジ＞

喫茶店営業、喫茶店営業（削氷）

喫茶店営業（自動車）＜大型、小型＞

喫茶店営業（自動販売機）＜自動販売機、カートリッジ＞

菓子製造業（自動車）＜大型、小型＞

乳類販売業、乳類販売業（自販機、冷蔵ストッカー、ＬＬ）

乳類販売業（自動車）＜大型、小型＞

食肉販売業（自動車）＜大型、小型＞、食肉販売業（包装）

豆腐販売業、豆腐販売業（自動車）＜大型、小型＞

魚介類販売業（自動車）＜大型、小型＞

魚介類販売業（包装）

氷雪販売業、氷雪製造業、氷雪採取業、めん類製造業（乾めん）

計 36,330 14,340

（２）食肉衛生検査所対応

区　　分 対　象　施　設 施設数 監視ならびに検査件数

Ａ と畜場 5 15
年３回以上 食鳥処理場 1 3

認定小規模食鳥処理場 13 39
と畜場法に基づく検査 5 56,000
TＳＥスクリーニング検査 4 9,000

食鳥検査 食鳥処理法に基づく検査 1 1,640,000

2,930 2,930

180 360

別表１　平成１９年度立入検査実施計画

と畜検査

18,700 3,740

20 60

14,500 7,250
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採取、とさつ及び解体、食鳥処理等（採取後の保管も含
む。）

製造及び加工（とさつ及び解体並びに食鳥処理を除く） 貯蔵、運搬、調理及び販売

・健康な獣畜又は家きんのと畜場又は食鳥処理場への搬入 ・食肉処理施設における微生物汚染の防止の徹底 ･枝肉及びカット肉の流通管理（保存温度、衛生的な取

の推進 ・製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進 扱い等)の徹底

・獣畜及び家きんの病歴を踏まえたと畜検査及び食鳥検査 ・食品等事業者による原材料受入れ時の残留抗生物質及 ･加熱調理の徹底

の実施 び残留抗菌性物質の検査の実施等による原材料の安全性

・枝肉、中抜とたい等の微生物検査による衛生的な処理の の確保の徹底 　

検証の実施 　

・と畜場及び食鳥処理場における動物用医薬品等の投与歴 　

を踏まえた、正常な獣畜及び家きんを含めた残留物質検査

の実施

・認定小規模食鳥処理施設における処理可能羽数の上限の

遵守の徹底

・健康な獣畜からの搾乳の徹底及び搾乳時における衛生確 ・製造過程又は加工過程における微生物汚染の防止  ･流通管理（保存温度、衛生的な取扱い等）の徹底

保（微生物汚染防止等）の徹底 ・製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進

・搾乳後の温度管理（腐敗及び微生物増殖防止）の徹底 ・食品等事業者による原材料受入れ時の残留抗生物質及

・生乳についての残留抗生物質及び残留抗菌性物質の検査 び残留抗菌性物質の検査の実施等による原材料の安全性

の実施並びに食品等事業者による出荷時検査の推進 の確保の徹底

 ・食品等事業者による飲用乳についての微生物等に係る

出荷時検査の徹底

・鶏舎内の衛生管理の推進 ・新鮮な正常卵の受入れの徹底 ･低温保管等温度管理の徹底

・食用不適卵の排除の徹底 ・洗卵時及び割卵時の汚染防止の徹底 ･破卵等の検卵の徹底

・採卵後の低温管理の徹底 ・製造又は加工に係る記録の作成及び保存の推進

・汚卵、軟卵及び破卵の選別等検卵の徹底

・食品等事業者による二枚貝等の貝毒等に関する検査の徹 ・生食用かきの採捕海域等の適正表示の徹底 ・残留動物用医薬品、微生物等の検査の実施

底 ・フグの衛生的な処理の徹底 ・水産加工品の流通管理（保存温度、衛生的な取扱い

・有毒魚介類等の排除の徹底 等）の徹底

・養殖魚介類についての残留動物用医薬品の検査の実施及 ・加熱を要する食品についての加熱調理の徹底

び食品等事業者による出荷時検査の推進 ・有毒魚介類等の市場からの排除の徹底

・生食用の野菜、果実等について、肥料等を通じた動物の ・生食用野菜、果実等の衛生管理の徹底 ・残留農薬、汚染物質等の検査の実施

糞尿由来等の微生物汚染防止の徹底 ・食品等事業者による原材料受入れ時の残留農薬検査の ・穀類、豆類等の運搬時のかび毒対策の推進

・残留農薬検査の実施及び食品等事業者による出荷時検査 実施等による原材料の安全性の確保の徹底 ・有毒植物等の市場からの排除の徹底

の推進 　 　

・穀類、豆類等の収穫時のかび毒対策の推進

・有毒植物等の採取禁止の徹底  

　

 

食品供給行程（フードチエーン）ごとの重点監視指導事項

野菜、果実、
穀類、豆類、
種実類、茶等
及びこれらの
加工品（有毒
植物及びキノ
コ類を含
む。）

食肉、食鳥肉
及び食肉製品

食品供給行程（フードチェーン）の区分

別表２

食品群

食鳥卵

乳及び乳製品

水産食品（魚
介類及び水産
加工品）

－
1
2
 
-



 生食用魚介類 ○ ○ ○

生カキ等 ○ ○ ○

 冷凍食品  冷凍食品 120 ○ ○ ○

 魚介乾製品 ○ ○ ○

 魚肉練り製品等 ○ ○ ○

 生食用食肉 ○ ○ ○

 食肉製品 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 液卵・卵加工品等 ○ ○ ○ ○

 発酵乳,乳酸菌飲料等 ○ 乳酸菌数

乳飲料等 ○ ○
 アイスクリーム
類・氷菓

 アイスクリーム類、氷菓
等 195

○ ○

 めん類
○ ○ ○ ○

酸価、過酸
化物価、ﾌﾟﾛ
ﾋﾟﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ

 こんにゃく粉 ○

 ゆば ○ ○ ○ ○

 生あん等 ○ ○ シアン

 漬物 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 着色料

 醤油、みそ ○ ○

カット野菜 ○ ○

かんぴょう ○

 洋生菓子 ○ ○ ○ ○

 和生菓子等 ○ ○ ○ ○ ○

 清涼飲料水
 清涼飲料水（ﾐﾈﾗﾙｳｫｰﾀｰ含

む。） 155
○ ○ ○

着色料

 酒精飲料  ワイン等 23 ○ ○

 その他の食品
 弁当、総菜、煮豆・
佃煮、缶詰瓶詰め食品、

検食等
720

○ ○ ○ ○ ○ ○

2,560

別表３　 平成１9年度収去検査実施計画

二
酸
化
硫
黄

サ
ル
モ
ネ
ラ

26

１  食品等の規格・基準検査（乳以外）

保
存
料

甘
味
料

計

細
菌
数

大
腸
菌

黄
色
ブ
ド
ウ

球
菌

 魚介類

その他
Ｏ
１
５
７

腸
炎
ビ
ブ
リ

オ

そ
の
他
の
細

菌
検
査

細　菌　検　査 理化学検査

大
腸
菌
群

発
色
剤

 魚介類加工品

 肉卵類及び
その加工品

 穀類及びその加
工品

145

188

248

 乳製品等 220

２  食品等の規格・基準検査（乳等）

218 菓子類

 野菜類・果物及
びその加工品 302

主　な　検　査　項　目

食品分類 品       目 検体数

主　な　検　査　項　目

検体数品　　　　目食品分類

 牛乳 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 加工乳 ○ ○ ○ ○

生　乳 生乳 521 ○

631

大
腸
菌
群

比
重

細
菌
数

無
脂
乳
固
形
分

乳
脂
肪
分

計

酸
度

 牛乳類 110

主　な　検　査　項　目

検体数品　　　　目食品分類
抗
生
物
質
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分　　　類 検体数

 遺伝組み換え食品 20

 アレルギー物質含有
食品検査 20

 かんぴょう（簡易検
査） 70

110

 発ガン物質検査  アフラトキシン 10

 総水銀検査  総水銀 10

65

5

20

13

10

20

13

15

65

 総BHC他６０項目 35

 γ－BHC、総DDＴ、ﾃﾞｨﾙ
ﾄﾞﾘﾝ 10

 総DDＴ、ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ、ﾍﾌﾟ
ﾀｸﾛﾙ 20

30

23

13

377

 鮎、ﾆｼﾞﾏｽ

 牛、豚、鶏肉  鶏肉

 鶏卵  鶏肉

 野菜、果実  野菜、果実

 牛乳  

 鮎、ﾆｼﾞﾏｽ

  豚、鶏肉

 牛、豚、鶏肉  

 ナッツ

 海水魚  

４　有害物質（汚染物質)モニタリング検査

対  象  食  品
検体数

国   産 輸入品
区　　　　　分 検  査  項  目

計

３  その他の食品検査

品　　　目

 大豆、トウモロコシ、パパイヤ等

 かんぴょう

 特定原材料（小麦、そば、卵、乳、落花生）

計

 畜水産物中の抗生物
質検査

 抗生物質

畜水産物中の合成抗菌
剤検査

 サルファ剤､
 ピリメタミン
 オキソリン酸
 チアンフェニコール等

 残留農薬検査

 内部寄生虫薬等  フルベンダゾール他

  鶏肉

 牛、豚、鶏肉  

 牛、豚、鶏肉  

 鶏卵等

 鮎、ﾆｼﾞﾏｽ

 蜂蜜  

 鶏卵等  
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別 紙

公表の対象

公表の対象となるのは、次に掲げる各項のいずれかに該当するものとする。

、 （ 。 「 」１ 次に掲げる規定に違反した営業者で 食品衛生法 昭和２２年法律第２３３号 以下 法

。） （ 。 。）、という 第５４条 法第６２条第１項及び第３項において準用する場合を含む 以下同じ

第５５条（法第６２条第１項において準用する場合を含む。以下同じ ）若しくは第５６条。

（法第６２条第１項において準用する場合を含む。以下同じ ）の規定による行政処分を受け。

たもの

(1) 法第６条（不衛生食品等の販売等の禁止）

(2) 法第７条（新開発食品等の販売禁止）

(3) 法第８条（特定の食品等の販売等の禁止）

(4) 法第９条（病肉等の販売等の禁止）

(5) 法第１０条（添加物等の販売等の禁止）

(6) 法第１１条第２項（規格又は基準に合わない食品等の販売等の禁止）

(7) 法第１１条第３項（一定量を超える量の農薬等が残留する食品の販売等の禁止）

(8) 法第１６条（有毒器具等の販売等の禁止）

(9) 法第１７条（特定の器具等の販売等の禁止）

(10) 法第１８条第２項（規格に合わない器具等の販売等の禁止）

(11) 法第１９条第２項（基準に合う表示がない食品等の販売禁止）

(12) 法第２０条（虚偽表示等の禁止）

(13) 法第２５条第１項（食品等の検査に不合格添加物等の販売等の禁止）

(14) 法第２６条第４項（検査結果の通知を受ける以前の販売等の禁止）

(15) 法第４８条第１項（食品衛生管理者の非配置）

(16) 法第５０条第３項（有害物質の混入防止等の措置基準の非遵守）

２ 次に掲げる規定による基準又は条件に違反した営業者であって、法第５５条若しくは第

５６条の規定による行政処分を受けたもの

(1) 法第５１条（営業施設の基準）の規定による基準に違反した場合

(2) 法第５２条第２項第１号又は第３号（営業許可の欠格）に該当するに至った場合

(3) 法第５２条第３項（営業許可条件）の規定による条件に違反した場合

３ 次に掲げる規定に違反した営業者で、栃木県食品衛生条例（昭和４５年栃木県条例第５

号。以下 「条例」という ）第１３条の規定による行政処分を受けたもの、 。

(1) 条例第５条第１項第１号又は第３号（営業許可の欠格）

(2) 条例第８条第１項第１号又は第３号（営業許可の欠格）

(3) 条例第１２条第１項又は第２項（必要な措置の指示）
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